医療法人制度について


医療法人制度の概要
１　制度の趣旨（法人格の付与による永続性の確保と非営利性の担保）　　　

　　　　医療を提供する体制の確保を図り、国民の健康保持に寄与すること、また医業の非営利性を損なうことなく、その経営主体を法人化することにより、資金の集積を容易にし、医療機関の経営に永続性を付与する。それによって、私人の医療機関の経営の困難を緩和し、安定した地域医療の供給体制を確保する。
	【医療法第４０条の２】（医療法人の責務）
　　医療法人は、自主的にその運営基盤の強化を図るとともに、その提供する医療の質の向上
及びその運営の透明性の確保を図り、その地域における医療の重要な担い手としての役割を積極的に果たすよう努めなければならない。

【医療法第５４条】（剰余金配当の禁止）

　　医療法人は、剰余金の配当をしてはならない。


　　　　
２　医療法人化に伴うメリットと必要となる手続等　　
（１）メリット

　　　ア　経営の永続性

　　　イ　家計と経営の分離

　　　ウ　新たな事業展開（複数の医療施設の開設等）

　

（２）必要となる手続等

　　　ア　管理運営業務等の増加（定款(寄附行為)変更認可申請、役員変更届、登記完了届、
事業報告書等の作成、経営情報等の報告）

　　　イ　医療法人化による病院・診療所に関する手続の増加（開設許可、変更許可等）

　　　ウ　行政の関与（業務会計状況の報告、立入検査権、措置命令、業務停止命令等）
３　医療法人の設立申請ができる者
（１）医師又は歯科医師である者

（２）役員となる者が欠格条項（法第４６条の５第５項）に該当していないこと
　　ア　法人でないこと
イ　心身の故障のため職務を適正に執行することができない者として厚生労働省令で定める者でないこと
ウ　医療法、医師法、歯科医師法その他医事に関する法令の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しない者でないこと
エ　ウに該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなるまでの者でないこと
４　医療法人の種類
（１）社団と財団

ア　医療法人社団

　　　　　　複数の者（自然人）が集まって設立された法人であり、法人設立のため、預金、不動産、備品等を拠出して設立する法人。
医療法改正により平成１９年４月以降は出資持分(＊1)のない法人しか設立できない。
法人が解散したときは、医療法第４４条第５項及び定款に定める方法により残余財産を処分する。平成１９年４月以降に設立する医療法人は、解散時に法人に残った残余財産の帰属すべき者が、国、地方公共団体又は規則第３１条の２に規定する者（公的医療機関の開設者、医師会等）のうちから選定される。
  平成１９年４月１日以降、持分の定めのない社団医療法人は選択により「基金制度」(＊2)を採ることができる。（医療法施行規則第３０条の３７、第３０条の３８）
イ　医療法人財団

　　　　　　個人又は法人が無償で寄附した財産に基づいて設立される法人で、財産の提供者（寄附者）に対しても持分を認めず、解散したときは医療法第４４条第５項及び寄付行為により残余財産を処分する。財団の医療法人は、諮問機関として評議員会を設けなければならない。

　　
　　　　＊1　出資持分とは

　　　　　　　　社団医療法人に出資した者が、当該医療法人の資産に対し、出資額に応じて有する

財産権。（ただし、社団医療法人であっても、出資持分が存在しないものや、出資持分の及ぶ範囲が制限されているものもある。）

　　　　　　　　なお、出資持分は、株式等とは異なり、社員の地位と結合した概念ではない。　

　　　　  　　（「出資持分のない医療法人への円滑な移行マニュアル」平成23年3月厚生労働省）

            ＊2　基金制度とは

　　　　      　社団である医療法人は、基金（社団医療法人に拠出された金銭その他の財産であって、当該社団医療法人が当該拠出者との間の合意の定めるところに従い返還義務（金銭以外の財産については、拠出時の当該財産の価格に相当する金銭の返還義務）を負うものをいう。）を引き受ける者の募集をすることができる旨を定款で定めることができる。（医療法施行規則第３０条の３７、第３０条の３８）

ウ　医療法人の組織・運営
	社　　団
	財　　団

	〇社員によって構成される。

〇法人の最高意思決定機関は、社員総会。

〇職務執行機関は、理事会。

〇監査機関は、監事。

〇法人運営の規定(規則)は、定款。

※医療法人の開設する医療機関等の職員＝社員ではないことに注意。
	〇一定の目的に資する寄附による財産をもって運営。

〇理事会は、職務執行機関であり決定機関。

〇評議員は、諮問機関。

〇監査機関は、監事。

〇法人運営の規定(規則)は、寄附行為。




※一人医師医療法人

　　　　　　医療法の改正（昭和60年）前の医療法人（病院又は医師、歯科医師が常時３人以上勤務する診療所を開設している法人）に対し、当該改正後の医師、歯科医師が常時一人又は二人勤務する診療所を開設している法人を、いわゆる「一人医師医療法人」と言うが、医療法上で「一人医師医療法人」という規定はなく、設立・運営・権利及び義務に関して何ら区別はない。

従って、医療法人の設立申請手続に関しても異なるところはなく、役員や社員が一人でよいというわけではない。
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（２）医療法人の構成（社団たる医療法人の場合）
ア　役員（理事・理事長・監事）
①　医療法第４６条の５第５項の｢欠格条項｣に該当していない者で、自然人に限られる。
②　医療法人は理事(原則として３人以上)と監事(１人以上)を、その役員として置かなければならない。（医療法第４６条の５第1項）
③　設立しようとしている法人と取引関係にある営利企業の役職員になっている者が役員に就任することは非営利という観点から適当でない。（運営管理指導要綱）
イ　理事　

①　医療法人の常務を処理する。

②　医療法人が開設するすべての診療所等の管理者は、原則として理事に就任しなければならない。（医療法第４６条の５第６項）
③　理事には通常、社員の全部又は一部の者が就任するが、社員以外の者が就任しても差し支えない。
ウ　理事長

①　理事長は、医療法人を代表し、業務を総理する。

②　理事長は、原則、医師又は歯科医師であること。（医療法第４６条の６第1項）
③　理事長は、理事会において、理事の中から選出する。（医療法人モデル定款・寄附行為）
　　　　

エ　監事

①　監事の職務は、医療法第４６条の８に規定されている。

②　監事は、理事や医療法人の職員と兼ねてはならないが、社員であることは差し支えない。（医療法第４６条の５第８項）
③　設立しようとする法人と利害関係(顧問税理士等)が深い者、他の役員と親族等の特殊の関係がある者は、原則、就任できない。
本県においては、親族を民法第７２５条に規定される者（六親等内の血族、配偶者、三親等内の姻族）としている。（医療法人設立認可基準）

オ　社　員

①　医療法人社団は、人々の集合体であり、その人々を社員という。

②　社員は、原則として３人以上必要。（医療法人設立認可基準）
③　拠出した者は、原則、社員となるが、拠出していない者でも社員になれる。
④　社員は、出資持分の有無や拠出の額に関わりなく、１人1個の議決権を有する。

（医療法第４６条の３の３第１項）

カ　従業員(者)
　　　    ①  医療法人の開設する診療所等で働いている者をいう。
（例、薬剤師、看護師、事務員など）

　　      ②　理事長や理事等であっても、医療法人が開設する診療所等で働いていれば従業員
である。

５　医療法人が行うことができる業務について
医療法人は、定款(寄附行為)に当該業務を実施する事業所の名称及び所在地を明記する必要がある。
また、医療法人が行うことのできる附帯業務は、医療法第４２条の規定により限定されている。

※　新しく事業(本来業務、附帯業務)を行う場合は、事前に定款(寄附行為)の変更認可を受けなければならない。
本来業務　病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の経営

附帯業務　　医療法人は、その開設する病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の業務に支障のない限り、定款又は寄附行為の定めるところにより、次に掲げる業務（これに類するものを含む）の全部又は一部を行うことができる。（医療法第４２条各号）

なお、附帯業務を委託すること、又は本来業務を行わず、附帯業務のみを行うことは医療法人の運営として不適当である。
	医療法第４２条　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（令和６年４月１日現在）
第１号 医療関係者の養成又は再教育 ・ 看護師、理学療法士、作業療法士、柔道整復師、あん摩マツサー
　　　 ジ指圧師、はり師、きゆう師その他医療関係者の養成所の経営。 

・後継者等に学費を援助し大学(医学部)等で学ばせることは医療関係者の養成とはならないこと。

・医師、看護師等の再研修を行うこと。

第２号 医学又は歯学に関する研究所の設置・研究所の設置の目的が定款等に規定する医療法人の目的の範
囲を逸脱するものではないこと。 

第３号 医療法第３９条第１項に規定する診療所以外の診療所の開設
 ・巡回診療所、医師又は歯科医師が常時勤務していない診療所（例えば、へき地診療所）等を経営
すること。
第４号 疾病予防のために有酸素運動（継続的に酸素を摂取して全身持久力に関する生理機能の維持又は回復のために行う身体の運動をいう。）を行わせる施設であって、診療所が附置され、かつ、その職員、設備及び運営方法が 厚生労働大臣の定める基準に適合するものの設置（疾病予防運動施設）
・附置される診療所については、
1 診療所について、医療法第１２条の規定による管理免除又は２か所管理の許可は原則として与えないこと。
2 診療所と疾病予防運動施設の名称は、紛らわしくないよう、別のものを用いること。
3 既設の病院又は診療所と同一の敷地内又は隣接した敷地に疾病予防 運動施設を設ける場合にあっては、当該病院又は診療所が疾病予防運動施設の利用者に対する適切な医学的管理を行うことにより、新たに 診療所を設けなくともよいこと。 
※「厚生労働大臣の定める基準」については、平成４年７月１日厚生省告示第１８６号を参
照すること。
第５号疾病予防のために温泉を利用させる施設であって、有酸素運動を行う場所を有し、かつ、その職員、
設備及び運営方法が厚生労働大臣の定める基準に適合するものの設置（疾病予防温泉利用施設）
・温泉とは温泉法（昭和２３年法律１２５号）第２条第１項に規定するものであること。
・疾病予防のために温泉を利用させる施設と提携する医療機関は、施設の利用者の健康状態の把握、
救急時等の医学的処置等を行うことのできる体制になければならないこと。
※「厚生労働大臣の定める基準」については、平成４年７月１日厚生省告示第１８６号を参照する
こと。 

第６号保健衛生に関する業務
・ 保健衛生上の観点から行政庁が行う規制の対象となる業務の全てをいうのではなく、次のⅠ、Ⅱ
に記載される業務であること。
Ⅰ．直接国民の保健衛生の向上を主たる目的として行われる以下の業務であること。
       ① 薬局
 ② 施術所（あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律、柔道整復師法に規定するもの。）
 ③ 衛生検査所（臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律に規定するもの。）
 ④ 介護福祉士養成施設（社会福祉士及び介護福祉士法に規定するもの。） 
⑤ 介護職員養成研修事業（地方公共団体の指定を受けて実施するもの。）
⑥ 難病患者等居宅生活支援事業（地方公共団体の委託を受けて実施するもの。）
⑦ 介護保険法に規定する訪問介護、通所介護、通所リハビリテーショ ン、短期入所生活介護、短期入所療養介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーション、介護予防短期入所生活介護、介護予防短期入所療養介護、介護予防認知症対応型通所介護、介護予防小規模多機能型居宅介護、複合型サービス（小規模多機能型居宅介護及び訪問看護の組合せに限る。）、第一号訪問事業若しくは第一号通所事業又は障害者の日常生活及び社会生活を総合的 に支援するための法律にいう障害福祉サービス事業、一般相談支援事業、特定相談支援事業、移動支援事業、地域活動支援センター若しくは福祉ホームにおける事業と連続して、又は一体としてなされる有償移送行為であって次に掲げるもの。
 ア 道路運送法（昭和２６年法律第１８３号）第４条第１項の規定による一般旅客自動車運送事業
 イ 道路運送法第４３条第１項の規定による特定旅客自動車運送事業
 ウ 道路運送法第７８条第３号又は第７９条の規定による自家用有償旅客運送等
 ※ 介護保険サービス、障害福祉サービスとの関連性が求められ、保険給付の対象とはならず
実費
徴収の対象となる業務であること。例えば、「乗降介助」の際の移送事業部分の実費徴収、
通所サービス等における遠隔地からの送迎費の実費徴収などについて、道路運送法の規定
により許可を得て行う業務であること。
※ 道路運送法の許可を得ずに介護保険サービス又は障害福祉サービスの対象となる移送事業を行うことはできないこと。
※ いわゆる「介護タクシー」のように旅行や買い物といった介護保険サービス、障害福祉サービスとの関連性を有しない業務は当該有償移送行為に該当せず、医療法人の附帯業務ではないこと。
⑧ 介護保険法にいう居宅サービス事業、居宅介護支援事業、介護予防サービス事業、介護予防支
援事業、地域密着型サービス事業、地域支援事業、保健福祉事業、指定市町村事務受託法人の
受託事務及び指定都道府県事務受託法人の受託事務のうち、別添において「保健衛生に関する
業務」とする
もの。
 ⑨ 助産所（医療法第２条に規定するもの。）
 ⑩ 歯科技工所（歯科技工士法に規定するもの。）
 ⑪ 福祉用具専門相談員指定講習（介護保険法施行令に規定するもの。） 
⑫ 高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号。） 第５条に規定するサービ
ス付き高齢者向け住宅の設置。ただし、都道府県知事の登録を受けたものに限る。
※１ 高齢者の居住の安定確保に関する法律等の一部を改正する法律（平成２３年法律第３２
号。以下「改正法」という。）の施行の際現に改正法による改正前の高齢者の居住の安定
確保に関する法律（平成１３年法律第２６号）第４条に規定する高齢者円滑入居賃貸住宅
の登録を受けている高齢者専用賃貸住宅であって、医療法人が設置しているものについて
は、改正法の施行後も、その要件を継続して満たし、その居住者に対し、次に掲げるいず
れかのサービスの提供を継続的に行うことを約しているものに限り、当面の間、医療法人
が設置することができるものとすること。
 (1) 居住者に対する生活指導や相談に応じるサービス 
(2) 居住者の安否を定期的に確認するサービス
 (3) 居住者の容体急変時における応急措置、医療機関への通報等の緊急時対応サービス
 ※２ 高齢者の居住の安定確保に関する法律の一部を改正する法律 （平成２１年法律第３８号。
以下「平成２１年改正法」という。） 附則第１条第１号に掲げる規定の施行の際現に平成
２１年改正法による改正前の高齢者の居住の安定確保に関する法律第４条 に規定する高
齢者円滑入居賃貸住宅の登録を受けている高齢者 専用賃貸住宅であって、医療法人が設
置しているものについては、平成２１年改正法附則第４条第１項の規定により登録の効力
が失われた場合であっても、その要件を継続して満たし、上記（１）から（３）までに掲
げるいずれかのサービスの提供を継続的に行うことを約しているものに限り、当面の間、
医療法人が設置することができるものとすること。
 ※３ ※１及び※２については、賃貸住宅の戸数を増やしてはならない。
⑬ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第
８８号。以下「労働者派遣法」という。） 第４条第１項第３号及び労働者派遣事業の適正な運
営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律施行令（昭和６１年政令第９５号。以下「労働
者派遣法施行令」という。）第２条第１項の規定により派遣労働者に従事させることが適当でな
いと認められる業務から除外されている労働者派遣で次に掲げるもの。
 (1) 労働者派遣法施行令第２条第１項各号に掲げる業務
 ア 労働者派遣法第２条第４号に掲げる紹介予定派遣をする場合
 イ 労働者派遣法第４０条の２第１項第４号又は第５号に該当する場合
 ウ 労働者派遣法施行令第２条第１項各号に規定する施設又は居宅以外の場所で行う場
合
 (2) 労働者派遣法施行令第２条第１項第１号に掲げる業務
 エ 派遣労働者の就業の場所が労働者派遣法施行令第２条第２項に規定するへき地にあ
る場合 
オ 派遣労働者の就業の場所が地域における医療の確保のためには 労働者派遣法施行令
第２条第１項第１号に掲げる業務に業として 行う労働者派遣により派遣労働者を従事
させる必要があると認められるものとして労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣
労働者の保護等に関する法律施行規則（昭和６１年労働省令第２０ 号）第１条第１項各
号に掲げる場所（へき地にあるものを除く。） である場合（ただし、医療法施行規則（昭
和２３年厚生省令第５０号）第３０条の３３の１２第２項により、業として労働者派遣 
を行うことができる医療法人は、病院又は診療所を開設する医療法人に限る。）
 ⑭ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第７ ７条に規定する地域生
活支援事業として実施する日中一時支援事業 （地方公共団体の委託又は補助を受けて実施す
るもの。） 
⑮ 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号） 第３４条に規定する障害
者就業・生活支援センター
 ⑯ 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第８８条第１項に規定する訪問看護事業
 ⑰ 学校教育法（昭和２３年法律第２６号）第１条に規定する学校、同法第１２４条に規定する
専修学校及び同法第１３４条第１項に規定する各種学校並びに児童福祉法（昭和２２年法律
第１６４号）第３９条 第１項に規定する保育所及び同法第５９条第１項に規定する施設のう
ち、 同法第３９条第１項に規定する業務を目的とするもの（以下、「認可外保育施設」とい
う。）において、障害のある幼児児童生徒に対し、看護師等が行う療養上の世話又は必要な診
療の補助を行う事業
※ 病院又は診療所によるものは、医療法人の本来業務に該当すること。
 ⑱ 認可外保育施設であって、地方公共団体がその職員、設備等に関する基準を定め、当該基準
に適合することを条件としてその運営を委託し、又はその運営に要する費用を補助するもの。
 ⑲ 医療法人の開設する病院又は診療所の医師が栄養・食事の管理が必要と認める患者であって、
 ・ 当該医療法人が開設する病院若しくは診療所に入院していた者若しくは通院している者、 
・ 又は当該医療法人が開設する病院、診療所若しくは訪問看護ステ ーションから訪問診療
若しくは訪問看護を受けている者に対して、当該医療法人が配食を行うもの。
※ なお、例えば３年前に入院して現在は受診していないような者は対象外となること。
 ⑳ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第６条の３第９項に規定する家庭的保育事業、同
条第１１項に規定する居宅訪問型保育事業、同条第１２項に規定する事業所内保育事業及び
第５９条の２第１項に規定する施設（同項の規定による届出がされたもののうち利用定員が
６人以上のものに限る。）において第６条の３第１２項に規定する業務を目的とする事業のう
ち、子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号） 第５９条の２に規定する仕事・子育
て両立支援事業による助成を受けているもの（以下「企業主導型保育事業」という。）。
※ 事業所内保育事業及び企業主導型保育事業に限っては委託する場合も認めること。
 ㉑ 産後ケア事業（市町村の委託を受けて実施するもの） 

㉒ 医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律（令和３年法律第８１号）第１４条第１
項に規定する医療的ケア児支援センター Ⅱ．国際協力等の観点から、海外における医療の普
及又は質の向上に資する以下の業務であること。
 ① 海外における医療施設の運営に関する業務
 ※ 当該業務を実施するに当たり必要な現地法人への出資も可能とすること。その際、出資
の価額は、繰越利益積立金の額の範囲内とする。
 ※ 具体的な運用に当たっては、「医療法人の国際展開に関する業務について」（平成２６
年医政発０３１９第５号厚生労働省医政局長 通知）を参照すること。
第７号社会福祉法第２条第２項及び第３項に掲げる事業のうち厚生労働大臣が定めるものの実施
 ※ 平成１０年２月９日厚生省告示第１５号及び本通知の別添を参照すること。
 ※ 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７
７号）第３条第２項第２号の認定こども園（ただし、保育所型のみ。）の運営は、上記告示の第
１項第２号ハに包括されること。

第８号有料老人ホームの設置（老人福祉法に規定するもの。）



医療法人設立認可及び認可後の手続きの流れ

	
	病　　　　院
	一人医師医療法人を設立する

医科診療所（県医師会員）
	医科診療所（左記以外）
及び歯科診療所

	　
 設
 立
 認
 可
　
	設立説明会
仮　　申　　請
	
	
	
	

	
	
	
	医療指導課
	
	県 医 師 会
	
	医療指導課
	

	
	
	
	事前（仮申請）審査
	事前（仮申請）審査
	

	
	本　　申　　請
	
	
	
	

	
	
	本申請　受付期間：令和８年８月３日～８月３１日
提出先　：医療指導課
	

	
	
	本　申　請　審　査

	
	
	

	
	医療審議会
	

	
	
	
	意見聴取
	 　　　１１月頃予定

	
	
	
	

	
	
	
	答申
	

	
	
	

	
	法人設立
	
	１２月下旬
予定

	
	
	
	認可書
	
	

	
	
	
	

	
	法人登記
	
	
	

	
	
	　設立認可後（認可書が届いてから）、２週間以内に法人設立の登記が必要。
届出は各１部

	
	登記完了届
	

	 開
 設
 手
 続

	開設許可申請
	新たな診療所等の開設許可申請手続きが必要。
　（法人化し、開設者が「医師、歯科医師以外のもの」に変わるため、

医療施設に変更がなく、業務は継続していても新たに開設許可が必要となる。）
　
	

	
	病床設置許可申請  　　　　 (注1)
	　有床診療所のみ開設許可申請と同時に (注1)(注２)の申請が必要。　
無床診療所は(注1)(注２)の申請は不要。
	

	
	使用許可申請
　　　　　 (注２)
	
	

	
	開設後の届出等
	  医療法人としての開設後の届出が必要。
  （前日付けで、個人開設の病院・診療所の廃止届を提出。）

  医療法人が開設する診療所が、その構造設備等を変更する場合は変更許可が必要。

	
	診療報酬請求の手続き
	診療報酬請求については継続扱いとなり、開設した月の２０日までに申請すれば、遡及される。

※（申請先）九州厚生局指導監査課 (℡０９２－７０７－１１２５)

	 設
 立
 後
 の
 届
 等
	①事業報告書等の
届出（決算届）
②経営情報等の
報告
③役員変更届
④登記完了届
⑤定款（寄附行為）
変更認可申請等
	
	

	
	
	　所管部署（医療指導課、保健福祉（環境）事務所、各市保健所）に提出。

	
	
	・①の届出は２部（毎決算終了後３ヶ月以内に）
・②の届出は１部（　　　　　 〃 　　　　　）

・③、④の届出は１部

・⑤の申請書は２部

※②は北九州市、福岡市、久留米市保健所に医療法人の事務所が所在する場合、医療指導課

へ１部のみ提出。
※①、②はMCDB（医療法人経営情報データベースシステム）による電子報告も可能です。


医療法人設立認可基準

	事　　項
	認　可　基　準
	根拠規定
	運　　　用

	役員及び社員
(評議員)の数
	①　役員は原則として理事３人以上、監事１人以上。
    ただし、都道府県知事の認可を受けた場合は、１人又は２人の理事を置くことで足りる。
②　社団方式とする場合、社員は３人以上。　　　　　　　　　　　　　　　
③　財団方式とする場合、原則として理事の定数を超える数の評議員を置く。
④　役員構成から見て、特定の営利法人によって経営が左右されるおそれがないこと。
	法第46条の
5①
法第46条の
4の2①

通知
	①　同左
・理事を１人とすることができるのは、相当の理由がある場合のみとする。
② ～ ③　同左
④　医療法人の役員は、当該　医療法人と取引関係のある営利法人（医薬品等会社や賃貸借契約を結ぶ不動産会社、親族会社等）の役員でないこと。

	役員の資格
（理事、監事）

	1 　心身の故障のための職務を適正に執行することができ
ない者として厚生労働省令で定める者でないこと。
②　医療法、医師法、歯科医師法その他医事に関する法令の規定により、罰金以上の刑に処せられ、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなった日から起算して２年を経過しない者でないこと。
③　②に該当する者を除くほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり又は執行を受けることがなくなるまでの者でないこと。
④　医療法人の開設する病院等の管理者は原則として理事に加えること。　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑤　監事については、①～③のほか、当該医療法人の理事又は職員（管理者を含む。）を兼ねてはならない。
　　また、原則、他の役員と親族等の特殊の関係がある者ではないこと。
⑥　役員の任期は２年を超えないこと（再任可）
	法第46条の
5⑤
法第46条の

5⑥
法第46条の

5⑧
指導要綱
法第46条の
5⑨
	①　同左
②　同左
③　同左
④　同左
⑤　親族とは民法第725条に規定される次の者をいう。
　・六親等内の血族、配偶者、三親等内の姻族
⑥　同左

	理事長の資格
	医師又は歯科医師である理事のうちから選出すること。　
	法第46条の6①
	同左

	資産要件
	①　医療法人は、その開設する病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院の業務を行うために必要な施設、設備又は資金を有しなければならない。
②　病院・診療所の土地、建物等の賃貸借している場合は、適正な契約が行われており、契約期間は医業経営の継続性の観点から長期間であることが望ましい。
　  なお、賃借料については、近隣の土地、建物等の賃借料と比較して著しく高額なものである場合には、医療法第５４条（剰余金配当の禁止）の規定に抵触するおそれがあるので留意されたい。

③　設立時の純資産額（基金拠出額）が、２ヶ月分の運転資金か400万円のいずれか大きい方の額以上であること。
	規則第30条の34

医政局長通知
県独自基準
	①　資産と負債の状況及び必要な施設と設備の確保について確認すること。
②　自動継続条項がある場合は、契約期間が１、２年でもよい。自動継続条項がない期間を定めた契約の場合、最低限契約期間を最低限５年とする。賃借料については、当該土地・建物の固定資産税の評価額を証する書類や近隣価格等を勘案し、妥当性を判断する。
③　設立時の純資産額は現金・預金・医業未収入金にて確保できていること。　

	開 業 実 績
	個人での医療機関の経営実績が１年以上であること。
	県独自基準
	直近の診療所開設届・開設許可書の開設年月日から１年以上であること。

	収 支 要 件
	医療法人の年間収支見込額が利益400万円以上であること。
	県独自基準
	　直近の所得税青色申告決算書を基に算出する。
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